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内容： 
  はじめに 
  地盤FEM解析技術 
  解析事例 



近接施工 

構造物の種別 傾斜量 
精密機械工場 1/2000以下 
道路構造物 1/500～1/200 
高層住宅 1/1000～1/500 
一般家屋 1/500～1/300 
ガス・通信共同溝 

管理者の 
定めた基準値 上・下水道 

地下鉄 

計測管理値の一例 

• 管理対象の最大値の予測 
• 計測機器の設置場所 



規準 概要 
道路土工 仮設構造物工指針 土留め背面地盤の変形 
山留め設計施工指針 山留め背面地盤の変形 
河川構造物の耐震性能照査指針 
(案)・同解説 

液状化に伴う堤防の変形 

大深度地下使用技術指針・同解説 トンネル掘削の影響評価 
山岳トンネル設計施工標準・同解説 トンネル掘削の影響評価 
地下連続壁の溝壁安定の設計施工
の手引 掘削溝壁の安定検討 

大規模地震に対するダム耐震性能
照査指針（案）・同解説 

築堤解析・湛水解析（動的解
析のための初期応力を求め
る） 

駐車場設計・施工指針 同解説 地震時地盤ばね定数の算出 
鉄道構造物等設計標準・同解説 
土構造物  

列車の繰返し載荷による残留
変形 

地盤FEM解析を導入されている設計基準 



有限要素法による地盤解析体系の概略 

飽和・不飽和浸透流解析：VGFlow 
静的全応力解析：GeoFEAS 
動的全・有効応力解析：UWLC 



地盤FEM解析の種類 

建設事業と地盤調査および地盤FEM解析の関係 



解析のタイプ 

  事前解析（順解析：一般値、経験値） 

  事後解析（逆解析：メカニズム解明） 

  動態解析（逆解析→フィードバック→順解析） 

FEM 

入力 
初期条件 
地盤物性 
境界条件 
荷重 

出力 
変位 

逆解析 
順解析 



動態解析の一例： 同一地盤区間内に行われた 
トンネル応力解放率の動態解析 



地盤FEM解析の流れ及び誤差 

実際の 
問題 

数学 
モデル 

離散化 
モデル 

離散化 
解 

理想化 離散化 求解 

数値誤差 離散化誤差 

モデリング誤差＋離散化誤差＋数値誤差 

モデリング誤差 



斜面安定解析の事例 

Fs = 1.389 

Fs = 0.288 

水平固定 
鉛直自由 

水平自由 
鉛直自由 



実際問題のモデル化 

 与えられた問題の明確化 
 力学モデルの選択、解析手法の検討 
   静的・動的、全応力解析・連成解析 
 材料の構成式 
   弾性・弾塑性・弾粘塑性 
 解析領域・境界条件 
 初期条件 
 解析ステージ 

 

実際の地盤と土構造物の複雑
な構造を単純化したモデル↔
実際の複雑な構造にできる 
だけ忠実なモデル 
→トレードオフ関係 
技術者は解析の目的に適した
モデルを構築することが重要。 



構成式の選択 

 線形弾性 
 非線形弾性 
 弾完全塑性 
 弾塑性 
 弾粘塑性 

構造物の重要性 
地盤内の応力レベル 
問題の種類（土圧・支持力・斜面安定は弾完全塑性） 

ひずみ

応
力

線形弾性 
弾完全塑性 



等価弾性係数 

偏
差

応
力

 

軸ひずみ，ε1 

強度 

  多くのサウンディング試験で測定できる 
 （SPT、スウェーデンサウンディング、 
   簡易動的コーン貫入試験、CPTなど） 

  多くの地盤変形問題における 
  応力の範囲 

 
初期応力状態 



等方線形弾性構成則 

構造物における地盤に生じる 
典型的ひずみ範囲 

土留め壁 

基礎 
トンネル 

せん断ひずみ（％） 



等方線形弾性構成則 

N値より変形係数の決め方： 
① 工事周辺地盤に生じるひずみレベルを見当づける。 
② 規準・指針に規定されている式を用いる。 
③ 類似地盤に適用実績がある値を参照して決まる。 

N値と変形係数の関係 
（kN/m2) 適用実績、指針 摘要 

E=700N 土木研究所資料 トンネル解析での実績多し、E50相当 

E=1400N 建築基礎構造設計指針 
地下水の無い場合の正規圧密砂、 
地下水位以下の過圧密砂 

E=2100N 鉄道構造物等設計標準 主に砂質土 

E=2500N 
近接施工技術総覧 
鉄道構造物等設計標準 

砂質土に適用（シールド解析） 

E=2800N 
道路橋指方書 
鉄道構造物等設計標準 

主に砂質土（特に洪積砂層が対象） 

E=500N+6900 
土木研究所資料 
近接施工技術総覧 

N値10以下の粘性土に適用、沖積砂質土にも適用 

N値と弾性係数の経験的な関係式（地盤工学会資料に加筆） 



解析領域 
対称性を利用 

W=2B
H=2B 

W=4B 
H=4B 

W=2B, H=2B 

W=4B, H=4B 

粘土地盤上の剛な帯状基礎の 
荷重と変位の関係 



解析範囲：トンネル解析の事例 



解析範囲：液状化に伴う自重変形解析 

       の事例 



境界条件 
B/2

水平変位=0 
鉛直変位=0 

境界条件の種類： 
 力 

 変位 
水平変位=0 
鉛直荷重=0 

水平変位=0 
鉛直荷重=0 

水平荷重=0 
鉛直荷重=0 

水平変位=0 
（水平変位が固定） 
鉛直荷重=0 
（鉛直変位が自由） 



境界条件：強制変位 

土留め掘削による地表面沈下量
のFEMによる予測の概念図 



境界条件：多点拘束 

基礎の支持力解析 

水平方向に 
多点拘束 

→杭頭回転なし 



初期応力の設定の必要性 

• 非線形解析には、重ね合わせの原理を
適用することができない。 

• 地盤材料の変形特性やせん断強度は
応力に依存する。 

• 掘削解析では、掘削による荷重は掘削
前の地盤応力を用いて計算する。 



初期応力の設定の必要性 

弾性： 

1σ∆

2σ∆

1ε∆

2ε∆

ひずみ 

応力 

1σ∆

2σ∆

1ε∆

2ε∆

ひずみ 

応力 

21 σ∆σ∆ =

21 ε∆ε∆ =
弾塑性： 21 σ∆σ∆ =

21 ε∆ε∆ ≠



初期応力の設定の必要性 

同じ応力経路に沿って載荷するとき、破壊までの 
荷重は初期応力によって異なる。 

σ

τ

a

b

c

1τ∆
2τ∆



初期応力の砂地盤
支持力に与える 
影響 
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初期応力の設定の必要性 

• 掘削解析では、掘削により生じる荷重は掘削前の
地盤応力を用いて計算する。 
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トンネル解析における応力解放率 



初期応力の設定方法 

 水平成層地盤 
 自重解析 
 マルチステージ解析 



マルチステージ解析 

一括 ステージ 

H 
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① 

② 

③ 

地表面: 0.0 

-12m 

-26m 

40
m

 

60m 

C.L. 

掘削1: -4m 

掘削2: -8m 

掘削3: -12m 

切梁1: -3m 

切梁2: -7m 

-20m 

0.80m 15m 

連壁 

x’ 

X 

Y 

E=20MN/m2, ν=0.3 
c=2.0kPa,φ=35° 
γ=21kN/m3 

E=12MN/m2, ν=0.4 
c=10.0kPa,φ=26° 
γ=19kN/m3 

E=80MN/m2, ν=0.4 
c=10.0kPa,φ=26° 
γ=19kN/m3 

土留め掘削のマルチステージ解析 
ケース1 
掘削1 
切梁1 
掘削2 
切梁2 
掘削3 

ケース2 
切梁1 
切梁2 
掘削1 
掘削2 
掘削3 



土留め掘削のマルチステージ解析： 
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掘削底面 
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土留め壁変位（ｃｍ） 

掘削中切梁設置 

掘削前切梁設置 

切梁1 

切梁2 



メッシュ分割： 
 要素の種類 
    三角形・四角形 
    一次要素・二次要素 

 メッシュ分割の大きさ 

メッシュ 節点数 要素数 解析時間 安全率 
粗 1038 321 2 分 0.429 
細 3486 1113 12分 0.423 

節点 



例題：トンネル掘削 

解析目的： 
• 既設杭への影響 
• 支保工内の曲げモーメント 
• 地表面の変位 



問題のモデル化： 
パラメータ ① ② 

単位体積重量(kN/m3) 14.5 19.0 
K 300.0 10650.0 
n 0.5 0.5 

粘着力(kN/m2) 51.0 185.0 
内部摩擦角(°) 0.0 0.0 

Rf 1.0 1.0 
Kur 450.0 10650.0 

ポアソン比 0.45 0.45 

Duncanモデルのパラメータ 

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ 杭 基礎 ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
ﾔﾝｸﾞ率

(107kN/m2) 
20.0 2.5 2.5 

2次断面ﾓｰﾒﾝﾄ
I(m4) 

8.8×10-4 2.813 5.33×10-3 

断面積A(m2) 0.148 1.5 0.4 

各梁要素の材料定数  
解析ステップ： 
•成層地盤の初期応力を計算
する。 
•既設杭基礎を設置する。 
•トンネル掘削を行い、応力解
放率を0.3とする。 
•ライニングを設置し、応力解
放率を0.7とする。 



結果の検討： 

16.65kNm 

基礎の傾斜：1/2800 



結果の検討： 

15.84 12.88 

曲げモーメント（単位：kN·m）  

12.79 

せん断力（単位：kN）  

292.5 

233.2 

軸力（単位：kN）  



東北地方太平洋沖地震による 
関東地方の液状化発生地点 

東京湾岸の液状化 



2007新潟中越沖地震時の液状化による家屋の被害実例 

Houses Damage 
condition 

Countermeasures 

家屋 A 全損 排水パイプ 

家屋 B 軽微 鋼管杭 
表層改良Soil-cement mixtures 
排水ドレーン 

Google map 

家屋A：水平変位130 cm，鉛直沈下120 cm 
家屋B：水平変位小さい、不等沈下12cm 

柏奇市 刈羽村  



2007新潟中越沖地震時の液状化による家屋の被害実例 



地震後の踏査 

家屋A 

家屋B 

2007新潟中越沖地震時の液状化による家屋の被害実例 

地表面（地震前） 
地表面（地震後） 
新砂丘層底面 
地下水位 
排水パイプ 
家屋A 

地表面（地震前） 
地表面（地震後） 
新砂丘層底面 
地下水位 
排水パイプ 
  
  
鋼管杭 
家屋B 



家屋A 

家屋B 

FEMモデル 

2007新潟中越沖地震時の液状化による家屋の被害実例 

新砂丘 

新砂丘 

旧砂丘 

旧砂丘 



鉛直アレー 

地震波の選定 

柏奇市 刈羽村  

SHAKE 91 

2007新潟中越沖地震時の液状化による家屋の被害実例 



家屋 A 

家屋 B 

入力地震波 

2007新潟中越沖地震時の液状化による家屋の被害実例 

実測(NS) 
解析(NS) 
実測(EW) 
解析(EW) 



家屋 A 

2007新潟中越沖地震時の液状化による家屋の被害実例 

地表面（地震前） 

地表面（地震後） 

解析結果 

水平距離（m） 

標
高
（
m
）
 



家屋 B 

地表面（地震前） 

地表面（地震後） 

解析結果 

水平距離（m） 

標
高
（
m
）
 



家屋Bにおける
各々の液状化 
対策工の効果 

水
平
変
位
（
m
）
 

鉛
直
変
位
（
m
）
 

時間（s） 時間（s） 

三種類対策 
鋼管杭 
表層混合 
排水暗渠 
無改良 



断面a-aの残留水平変位 

2007新潟中越沖地震時の液状化による家屋の被害実例 

家屋Bにおける各々の
液状化対策工の効果 

三種類対策 
鋼管杭 
表層混合 
排水暗渠 
無改良 

水平変位 

標
高

（
m
）
 

表層混合底面 

地下水位 

新砂丘層 



家屋Bにおける2種類の液状化対策工を
組み合わせたときの効果 

水
平
変
位
（
m
）
 

水
平
変
位
（
m
）
 

時間（s） 時間（s） 

三種類対策 
鋼管杭+表層混合 
鋼管杭+排水暗渠 
表層混合+排水暗渠 
無改良 



家屋Bにおける液状化対策工のスペクトル
に与える影響 

入力地震動 

三種類対策 

鋼管杭+表層混合 

周期（s） 

加
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル

（
m

/
s2
）
 

                         



結論 

比較した液状化対策工の中に、杭基礎の液状化
対策効果は最も高い。また、表層改良や排水ド
レーンは一定の深さに達しなければ、液状化の
対策効果は限定的である。 
 
FEM解析により、最適な液状化対策工の選定は
可能であることを示唆している。 



ご静聴いただき 
ありがとうございました。 


